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質問
項目

適格請求書等保存方式（インボイス方式）
の導入について

中小企業の統廃合による生産性向上、
GDP拡大を実現するとした政策見解について

中小企業の発展と、最低賃金引き上げを両立させる
具体的政策対応について

コロナ危機下での中小企業の過度な債務膨張
に関する具体的政策対応について

「中小企業憲章」の国会決議、ならびに
「中小企業担当大臣の設置」について

質
問
内
容

　2023年10月より仕入税額控除の要件として、適格請求書等保存方式、いわゆるインボイス
方式の導入が予定されています。この導入をめぐっては、中小零細企業の事務負担の一層
の増加、流通の混乱、国民経済の停滞などの懸念が各方面より表明されています。たとえ
ば、①免税事業者はインボイスを発行できませんが、インボイスなしに仕入税額控除はできな
いことから、消費税の課税事業者は、インボイスを発行できない免税事業者との取引回避や
取引価格の値下げ要求に動きかねないこと、②経過処置として2023年10月から2026年まで
の３年間は、免税事業者からの仕入れの80％を控除可能としていますが、20％分は免税事
業者の負担、もしくは課税事業者の負担、あるいは取引自体を行わないという選択を迫られ
ることとなり、廃業や免税事業者の取引排除が多数発生する懸念などです。
　日本税理士連合会が指摘しているように、現状の帳簿方式（アカウント方式）で仕入税額控
除は十分に機能しています。専門家が複数税率であっても現行の請求書等の記載事項の変
更により十分対応できると判断しているにも関わらず、免税事業者の消費税負担を生み、事
業者全体に事務負担をいたずらに増大させる制度変更は、経済活力の減退と混乱を招く以
上の成果を生むとは考えられません。したがって、当会としてはインボイス方式の導入は撤回
すべきと考えています。貴党のお考えをお聞かせ下さい。

　「成長戦略実行計画」（2021年６月）では、「中小企業の成長を通じた労働生産性の向上」の
大きな手段としてM&Aの積極的な実施が明記されています。また同実行計画からは「開業」の
文言が消えた一方で、「中小企業の実態を踏まえた事業再生のための私的整理等のガイドラ
インの策定」へ言及がなされるなど、中小企業の吸収・合併と廃業・整理を進めるとも読み取
れます。これは、コロナ危機により傷ついた中小企業を幅広く支え回復軌道に乗せていくので
はなく、一部識者の主張する「中小企業再編論（中小企業の低生産性の原因はその規模にあ
り、規模拡大が見込めない小規模企業は退出すべきとする理論）」に依拠した政策見解と言
わざるを得ません。
　この見解の依拠する日本の低生産性の要因を中小企業の量に求める主張は、すでに多く
の研究者によって理論的誤りが指摘されています。その大要は、①日本の中小企業数は、他
の先進国と比較しても人口比では多くはない、②中小企業の多寡と一国経済の「生産性」の
高低には因果関係はない、③歴史的に見れば、中小企業の量的拡大と生産性向上は正の関
係にあった、との三点に要約できます。したがって、同実行計画は理論的に誤った認識の下
で策定されたものと考えます。中小企業の現実は、日本の中小企業の実質労働生産性（物的
労働生産性）は世界でもトップクラスであるにも関わらず、名目の労働生産性は伸び悩んでい
るというものです。つまり一国レベルでの生産性向上、GDP拡大の前提は、中小企業を再編
することではなく、市場環境における不公正な取引条件（しわ寄せ、低工賃での取引）の是正
を徹底して進めることをおいて他にないと当会では考えています。貴党のお考えをお聞かせ
下さい。

　中央最低賃金審議会は、2021年度の最低賃金を前年度比3.1％（28円）とする引き上げ目安
を示しました。最低賃金の上昇は、国民生活の向上に寄与し、内需拡大、経済の活性化にお
いて歓迎すべきことと理解しています。しかし、新型コロナウイルスの流行による経済社会活
動の制約が継続している中で、業種によっては対応が困難となる中小企業が多数生み出され
る可能性もあります。中小企業の自律的賃上げを可能とする環境整備を進める政策展開なし
に、最低賃金の急激な引き上げを持続させることで、結果として企業が雇用を縮減させること
となれば、最低賃金上昇による正の効果を相殺、あるいはそれを上回る負の効果を生みかね
ません。中小企業の発展とより豊かな国民生活を実現するための最低賃金引き上げを両立さ
せる具体的方策について、貴党のお考えをお聞かせ下さい。

　コロナ危機下での緊急制度融資は、多くの中小企業に急場を凌ぐ猶予を与えることに寄与
しました。今後は、この膨張した債務の返済と企業体力の回復の両立が求められます。しかし
中小企業をめぐる経営環境は依然厳しく、手立てを講じなければ行き詰まる企業が今後多数
生み出されることが危惧されます。中小企業のコロナ危機からの再建支援策について、貴党
のお考えをお聞かせ下さい。

　当会では、中小企業が直面している様々な困難や矛盾を克服し、豊かな日本経済を実現す
るためにも「中小企業憲章」を現在の閣議決定に留めず、国民の総意である国会決議とする
ことが重要と考えています。また経済の大部分を占める中小企業を、政府の政策の中軸に据
え、総合的に展開していくためにも中小企業担当大臣の設置が必要と考えます。この点につ
いて、貴党のお考えをお聞かせ下さい。
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貴団体のご意見に賛成です。
　インボイス制度は全国約500万の免税業者や1000万人といわれるフリーランスに納税義務
を広げます。年間の売上高1000万円以下の業者は現在、消費税の納税を免除されていま
す。インボイス制度は、消費税を販売価格に転嫁することが困難な零細業者に課税業者にな
ることを迫り、廃業が増えかねません。
　シルバー人材センターで働く70万人の会員にも影響が及びます。会員はセンターから業務
を委託される個人事業主です。インボイス導入後、センターが消費税納税で仕入れ税額控除
をするには会員が発行したインボイスが必要です。平均年収４０数万円の会員が課税業者に
なって消費税を負担させられることになりかねません。
　農家や、ウーバーイーツの配達員など単発で仕事を請け負うフリーランス、文化・芸術・イベ
ント分野で働く人たちも同じ影響を受けます。コロナ禍で苦しむ多くの国民にさらに負担を強い
る制度の導入はただちにやめるべきです。

貴団体のご意見に賛成です。
　コロナ禍で苦しむ中小企業を支援する持続化給付金を打ち切るなど中小企業への冷淡な姿
勢の背景には、コロナ危機であろうが「競争に敗れた者は市場から出ていけ」という「競争と自
己責任」の新自由主義の政治があります。「成長戦略実行計画」はまさに中小企業に「競争と
自己責任」を押し付け、淘汰を狙うものです。日本共産党は中小企業を淘汰する政治から中
小企業がコロナ危機を乗り越え、希望がもてる政治に転換します。
　「中小企業白書」では、大企業と中小企業は労働生産性の伸びに大差はなく、大企業による
下請け単価の切り下げなどが中小企業の生産性向上を妨げていると分析しています。大企
業の中小企業に対する優越的地位の乱用をやめさせ、公正な取引を保障するルールをつくる
ことこそが求められています。
　また大企業に軽く、中小企業に重い税負担構造を是正し消費税を5%に引き下げるなど、中
小企業を守る施策を行います。

　最低賃金を時給1500円に引き上げるには、中小企業への賃上げ支援の抜本的な拡充が欠
かせません。コロナ禍のもと、中小企業の休廃業・解散は2020年には5万件と14.6%増えまし
た。廃業を検討している飲食店、宿泊業は3割以上、中小企業全体で12社に1社です。この背
景には中小企業の賃上げ支援策の予算を2014年度の35.9億円から2019年度には6.9億円へ
と5分の1に削減した自公政治があります。日本共産党は中小企業予算を1兆円規模へと抜本
的に拡充します。社会保険料の減免や人件費補助など、中小企業への賃上げ支援を抜本的
に強化します。
　東京と高知、沖縄の最低賃金の格差は時給で221円、年収で約42万円です。最低賃金の地
域格差拡大が地方からの労働力流出など地方を疲弊させています。全国一律最賃制を確立
します。最低賃金の引き上げは消費拡大、中小企業の経営改善につながります。この好循環
をつくるためにまず中小企業の賃上げ支援の抜本的拡充を行います。

補償をすみやかに行い、中小企業を応援するコロナ対策に切り替えます。
　①持続化給付金や家賃支援給付金を再度支給するとともに、コロナ危機を乗り越えるまで
継続的に支給します。②協力金、支援金などの拡充と迅速化を行います。事業者の立場に
たった、ていねいな対応と相談体制を確立します。③コロナ対応の緊急借り入れで積みあ
がった中小企業の債務をどう解決するかが大きな問題になっており、コロナ対応借入分を軽
減・免除する仕組みをつくります。④雇用調整助成金特例措置をコロナ危機を乗り越えるまで
継続します。⑤コロナ禍で納税困難な業者には消費税を減免します。
多様な中小企業の維持・発展を底支えし、地域経済の疲弊に歯止めをかけます。
　①中小企業予算を1兆円規模に増額します。②中小企業憲章と小規模企業振興基本法を生
かし、「競争と淘汰」から、すべての中小企業・小規模企業を対象にする中小企業政策に転換
します。

貴団体のご意見に賛成です。
　自公政権はコロナ危機で苦境に陥っている中小企業をどう淘汰するかという議論を行ってき
ました。中小企業は日本の企業数の９９・７％を占め、従業員数は日本企業全体の６８・８％
と、文字通り地域経済と雇用の根幹です。中小企業なくして日本経済は成り立ちません。政府
が今なすべきことは淘汰ではなく支援です。中小企業経営者や自営業者が求めて実現した中
小企業憲章と小規模企業振興基本法を生かし、「競争と淘汰」から、すべての中小企業・小規
模企業を対象にする中小企業政策に転換します。中小企業憲章を国会決議し、担当大臣を
設置するとともに中小企業庁を中小企業省に昇格させます。
　中小企業庁の職員数は約200人であり、日本の経済を支える中小企業を管轄する部門とし
てあまりに少ない数です。抜本的に人員を増員します。中小企業振興条例をつくり実践してい
る自治体の経験を集約し国政に反映させます。

公
明
党

　売り手が買い手に対して正確な適用税率や消費税額を伝えるインボイスの導入により、買
い手側の転嫁拒否といった不当な値下げ行為を是正し、売り手側にとっては価格転嫁がしや
すくなるため、複数税率下においても 適正な取引や公平な税負担を確保するために必要な
制度と考えます。なお、消費税の転嫁拒否については、政府による監視や取り締まりを一層
強化していきます。
　また、“免税事業者が取引から排除されかねない”、“事務負担が複雑になる”といった懸念
の声を踏まえ、制度導入から６年間は、免税事業者からの仕入れであっても一定の仕入税額
控除を認める経過措置が設けられているほか、簡易課税制度を活用すればインボイスがなく
ても仕入れ税額控除が可能となります。
　今後は事務負担の軽減に向けて、電子インボイスも含め、取引や納税等のデジタル化に取
り組みます。引き続き、皆様の声をお聴きしながら、必要な対策について検討を進めてまいり
ます。

　中小企業は、雇用の受け皿としての機能を有するなど日本経済の基盤を支える重要な役割
を果たしていることから、まずは、コロナ禍が長期化し、業況が悪化する中においても、経営
基盤や雇用を維持できる支援策に万全を期すべきと考えます。
　そのため、引き続き、資金繰り支援や雇用調整助成金の特例措置の継続等に取り組むとと
もに、財務上の問題を抱えている中小企業の経営相談や再チャレンジを強力に支援してまい
ります。
　他方、経営者の高齢化や後継者不足、コロナ禍の長期化を背景に休廃業・解散も増加傾向
にあるため、事業承継支援に取り組み、価値ある技術や雇用を次世代へと引き継ぐことも極
めて重要です。
　公明党は、こうした取り組みとともに、設備投資支援やサプライチェーン全体の取引適正化
など中小企業の更なる発展に向けた施策を進めることが、持続可能な経済成長や、潜在成長
率の向上に寄与するものと考えています。

　中小企業の発展や最低賃金の引き上げを両立させるためには、生産性向  上支援や、下請
取引の適正化等を進めることが重要であると考えます。
　そのため、公明党は、最低賃金の引き上げに取り組む中小企業の生産性向上を支援する
ため、業務改善助成金や事業再構築補助金等の拡充に取り組んでまいりました。特に感染
症の影響を受けている飲食・宿泊業等については、専門家派遣による経営改善や好事例の
紹介など収益力向上に向けた取り組みを強化することが重要であると考えます。
　また、最低賃金の改定を含む労務費等の上昇が取引価格に転嫁できるよう、価格交渉促進
月間を設けて、親事業者に対する価格交渉を促進するとともに、下請 G メンによる調査を重
点的に実施することも重要です。
　引き続き、これらの施策に加え、所得拡大促進税制による負担軽減や、運転資金の低利融
資など政策を総動員して、中小企業の賃上げしやすい環境整備を進めてまいります。

　債務が増加し、財務状況の悪化が懸念される中小企業の事業者には、民間金融機関から
見て、中小企業の自己資本とみなすことができる資本性劣後ローンによる支援を実施してお
ります。仮に、財務状況が悪化し、資金調達が困難になった場合には、中小企業再生支援協
議会が金融機関の支援姿勢を確認の上、一括して元金返済猶予の要請を実施するとともに、
踏み込んだ事業再生支援も行うこととしております。
　このように事業者の置かれた状況に応じて適切な支援を講じつつ、公明  党は、中小企業
の事業継続を支えてまいりたいと考えております。

　公明党は、中小企業憲章が閣議決定された意義は大きいと認識しています。今後も、「中小
企業の日」や「中小企業魅力発信月間」において開催されるイベント等を通じて、中小企業に
関する施策の周知を図るとともに、同憲章に定められた内容や中小企業の魅力等について、
広く国民に伝えることが重要であると考えます。
　担当大臣の設置や中小企業庁の省への昇格については、行革の観点など幅広い検討が必
要であり、まずは、喫緊の課題である生産性向上をはじめ、憲章の内容を具体化する施策の
実現に取り組むことが重要であると考えます。
　公明党は、コロナ禍の影響を特に受けている中小企業を支援するため、持続化給付金や資
金繰り支援等を通じて事業の継続を強力に後押ししてまいりました。引き続き、関係者の皆様
からのご意見を伺いながら、必要な予算を十分に確保し、中小企業の更なる発展を後押しで
きる施策の実現に努めてまいります。

自
由
民
主
党

　インボイス制度は、複数税率の下で、適正な課税を確保する観点から導入します。一方で、
事務負担の増加や、免税事業者との取引への影響といった懸念の声があることは承知してい
ます。こうした懸念に対応し、移行まで4年間の準備期間を設けるとともに、そこからさらに6年
間、免税事業者からの仕入れについて、一定の仕入税額控除等の経過措置を設けていま
す。また、インボイス制度への対応を含む中小企業のデジタル化を支援するため、業務効率
化やDXに向けたITツールの導入のためのIT導入補助金等の支援を行っています。
　引き続き、制度の周知・広報や相談への丁寧な対応を徹底するとともに、特に中小事業者
のバックオフィスの負担軽減に資する取組みを着実に実施していきます。さらに、制度移行に
ともない、小規模事業者が一方的に不当な値引きなどを求められないよう、独禁法や下請法
といった関係法令に基づいて適切に対処していきます。

　わが党としては、規模拡大が見込めない中小企業の再編を進めるべきとは考えておらず、
中小企業の生産性を向上させ、足腰を強くしていくための施策を推進していくことが重要と考
えています。そのためにも、中小企業生産性革命推進事業をはじめとした中小企業の生産性
向上に向けた取組みを支援するとともに、事業再構築補助金により、思い切った新分野展開
や業種・業態転換による生産性の向上も後押ししていきます。また、生み出した付加価値が
着実に中小企業に残るよう、下請取引におけるしわ寄せ防止など、大企業との取引環境の改
善を進めます。

　最低賃金の引上げ及び社会保険料の負担に関しては、中小企業の生産性の向上や取引
環境の整備が重要です。そのため、事業再構築補助金や中小企業生産性革命推進事業に
ついて、「特別枠」の設定や、経営規模を踏まえた運用見直しを実施し、最低賃金引き上げの
影響を大きく受ける者や積極的な賃上げに取り組む者への支援を強化します。また、生み出
した付加価値が着実に中小企業に残るよう、下請取引におけるしわ寄せ防止など、大企業と
の取引環境の改善を進めます。具体的には「パートナーシップ構築宣言」を行う企業の増加に
向け、業界団体を通じた周知等を行うとともに、９月を「価格交渉促進月間」とし、下請Gメンに
よる調査を徹底することで、最低賃金を含む労務費等の上昇分の価格転嫁協議を促進しま
す。

　コロナで厳しい影響を受けた事業者への支援は、感染拡大防止の局面では、引き続き、飲
食店等、営業時間短縮要請等に応じる事業者に対しては、規模に応じた協力金を、できる限
り迅速に支給していきます。また、雇用調整助成金も、特に業況の厳しい企業については、年
内いっぱいリーマンショック時以上の助成率を維持することで、雇用維持支援を行います。さ
らに、年末まで継続する、政府系金融機関による実質無利子・無担保融資等により事業継続
を支えることにしています。特に深刻な影響を受けている事業者には、資本性資金を通じた財
務基盤の強化を着実に実行していくとともに、コロナの影響を受けた中小企業が、「新分野展
開」や「業態転換」が出来るよう、事業再構築補助金によって支援していきます。

　中小企業憲章は、政府が総力を挙げて中小企業政策に取り組むという強いメッセージを発
信することで、意欲ある中小企業が新たな展望を切り開くことができるよう制定されました。新
型コロナウイルス感染症の影響等、厳しい状況下である今こそ「中小企業憲章」の精神に立ち
返り、「経済を牽引する力であり、社会の主役である」中小企業の更なる発展のため、中小企
業・小規模事業者の支援に引き続き取り組みます。また、2019年より、7月20日を「中小企業
の日」、7月の1ヶ月間を「中小企業魅力発信月間」と定めており、中小企業・小規模事業者の
魅力発信に資する関連イベントを官民で集中的に実施することとしております。今後も中小企
業・小規模事業者の発展のために国民運動として取り組んでまいります。日本経済の屋台骨
である中小企業・小規模事業者の事業継続をお支えするために引き続き足下の状況を注視
しつつ、予算措置含め万全の措置を講じてまいります。

国
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　個人、事業者に対する税・社会保険料の猶予・減免措置を延長・拡充するとともに、コロナ禍
の影響が収束するまで、事業者の消費税納税を免除します。中小事業者の負担などを踏ま
え、インボイス制度は導入しません。

　中小企業の生産性向上のため、研究開発、人材、IT、デザインなどソフト面への支援を強化
します。
　経営努力に傾注し、地域雇用を担っている中小企業を財政面、金融面から支援します。官
民金融機関による中小企業・零細事業者への支援機能について、事業の収益性に基づいて
融資を行う、プロジェクト・ファイナンスを含め強化します。
　中小企業金融の円滑化を図る観点から、融資の際に不動産担保・人的保証に過度に依存
することなく、事業計画を審査するなど、資金調達体制を整備し、中小企業の自立と発展に一
層資する制度となるよう抜本的な改革を行います。
　雇用を生み出す成長を実現します。グリーン(環境・エネルギー分野)、ライフ(医療・介護 分
野)、農業の 6 次産業化、「ものづくり」を横断的に担う中小企業など、新たな成長分野におい
て企業支援、М&Aの活用などを行い産業の育成を進めます。

　中小企業に適切な支援を行いつつ、最低賃金を引き上げること等により、健全な企業の育
成を図ります。具体的には、賃金を上げた場合、法人税減税や賃金補てん制度で支援しま
す。中小企業の社会保険料事業主負担軽減や雇用促進税制拡大等、企業活動を支援し、従
業員の手取り増につながる政策を実施します。

　コロナ禍の影響を受けた事業者に対して、業種や地域を問わず、事業規模及び売り上げの
減少幅に応じて、家賃や光熱水費などの固定費を最大 9 割（最大月 2 億円）まで支援しま
す。
　コロナ禍の影響が収束し、経済が回復するまでの間、消費税減税（10％→5％）を行います。
個人、事業者に対する税・社会保険料の猶予・減免措置を延長・拡充するとともに、コロナ禍
の影響が収束するまで、事業者の消費税納税を免除します。

　産業・雇用の中核的な役割を担う地域の中小企業を育てるため、内閣に中小企業担当大臣
を置き、旧民主党政権下で制定した中小企業憲章の理念を実践します。
　中小企業の継続と発展を支えるため、国の総力をあげ、人材確保策や事業承継を支援する
とともに、競争力の高い中小企業や、創業間もない企業への支援を強化します。
　小規模企業へのきめ細かな支援体制を構築するとともに、ものづくり技術・技能の伝承、起
業・創業・育成支援の体制強化、商店街を核とした中心市街地の活性化、ODAを活用した海
外展開支援などを一元的に推進します。
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　インボイス制度には、免税事業者からの仕入れに対して仕入税額控除を適用することが認
められないために、取引過程から排除されたり廃業を迫られたりする免税事業者が生じかね
ないといった懸念や、とりわけ中小・小規模事業者にとってはインボイスの発行・保存等にか
かるコストが大きな負担になるといった問題が指摘されています。
　現在も新型コロナウイルス感染症の収束は見通せず、むしろその影響が拡大するなかに
あって、多くの事業者が厳しい状況に置かれています。とりわけインボイス制度導入により大
きな影響を受ける免税事業者には、収入が不安定な個人事業者やフリーランス等が多く含ま
れます。このままインボイス制度の導入を進めることは、事業者をさらに困難な状況に追い込
むことになりかねません。
　したがって、インボイス制度については、新型コロナウイルス感染症が収束し、経済状況が
回復するまでの間、導入を延期すべきであると考えます。

　日本企業の生産性の問題は、企業の規模の問題ではなく、下請や様々な商慣行など、構造
的な問題です。先進的な新技術や新商品の開発、将来を担う人材の育成と技術の継承、街
の賑わいを支えるきめ細かいサービスなど、日本経済の活力は、長年にわたる中小企業・小
規模事業者の努力と創意工夫の結集のたまものです。生産性だけにとらわれ、中小・小規模
事業者を淘汰すれば、日本経済の土台そのものを揺るがしかねません。
　立憲民主党は、大企業と中小企業等との間の適正かつ公正な取引環境を実現するため、
優越的地位の濫用に対する規制など独占禁止法の運用の徹底や、下請取引の適正化に向
けた監視の強化等を図ります。また、中小企業憲章の理念を守り、中小企業・小規模事業者
の持つ個性や可能性を存分に伸ばす政策を展開し、中小企業・小規模事業者を支えます。そ
うした支援をしっかりと講ずることで生産性向上への努力を支えます。

　新型コロナウイルス感染症により厳しい経営環境に置かれながらも、今後も事業継続に強
い意志を持つ中小事業者に対し、減収要件等の給付要件の緩和や対象の拡大、事業規模に
応じた加算措置を検討しつつ、持続化給付金の再支給を行います。また、中小零細企業が最
低賃金の引き上げに対応できるよう、段階的に最低賃金を引き上げるとともに、中小零細企
業を中心に公的助成を行います。

　コロナ禍により多額の借り入れを余儀なくされた中小企業の事業再生と雇用維持を図るた
め、過剰債務について減免の法的整備等や資本性資金への転換促進を、金融機関の理解・
協力を得て行います。

　産業・雇用の中核的な役割を担う地域の中小企業を育てるため、「難局の克服への展開が
求められるこのような時代にこそ、これまで以上に意欲を持って努力と創意工夫を重ねること
に高い価値を置かなければならない。中小企業は、その大いなる担い手である」とされた中小
企業憲章の理念を守り、実践してまいります。国会決議や中小企業担当大臣設置の貴重なご
提言については、真摯に受け止めたいと考えております。
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　インボイスの導入は、社会を進める上で必要であると考えている。ただし、新型コロナによっ
て様々な影響があったことを考えると、導入時期を予定通りの 2023 年 10 月に実施が適切か
というと、実施の延期も検討すべきではないかと考えている。これはコロナ禍の影響に対する
配慮である。
　中小企業への支援は手厚く実施すべきであると考えているが、デジタル社会への転換が遅
れている日本の現実を考えれば、負担軽減策は十分に実施した上で、実施を進めるべきであ
ると考えている。

　中小企業には独自の技術を持つ企業が多く、保有する技術や事業の継承は、日本の未来
にとって重要な課題である。創業者が高齢化するために承継されないケースが想定される
が、大きな損失につながる問題である。中小企業の円滑な事業継承の実現に向けた税制に
すべきであると考えている。後継者不足の問題があることから、M$A（ホールディングカンパ
ニー化）などによる第三者による承継も進めるべきである。地域の雇用を守り、中小企業の技
術やノウハウは、日本が長年築き上げてきたものである。それを守ること、さらには発展させ
ていくことは、地方創生という意味においても重要である。

　経済成長の車輪として、最低賃金を引き上げることは必要である。中小企業で働く人たちが
適正な収入を得られる社会の実現を目指したい。
　一方で我が党はセーフティネット構築に向けて、給付付き税額控除またはベーシックインカ
ム（最低所得保障制度）の導入提言を行っており、そうした制度の下で労働市場改革を行い
成長産業への労働移動を促すことで、あたらしい仕事や事業にチャレンジをしやすい社会の
構築・賃金や所得の向上・中小企業のさらなる発展を目指している。

　持続化給付金、家賃支援給付金を復活させて中小企業や小規模事業者を継続的に支援す
る。コロナ禍の影響を決算ベースで評価して、事後的に損失補填を行う支援制度を創設して、
月次支援金など既存の支援策と選択できる制度を導入する。

　中小企業憲章は閣議決定まで行われているが、国会での決議を検討すべきである。中小企
業担当大臣の設置については、中小企業庁を所管する経済産業大臣が兼ねるのであれば現
状と同じで改革にはならず、別に設置するのであれば、役割と権限が不明確になるので、慎
重な検討を要する。

愛知中小企業家同友会
各党の中小企業政策に関する質問への回答　（到着順）

愛知同友会の髙瀬喜照会長名で各政党（政党要件を満たし、かつ愛知県内に県連等の本部機能を持つ政党）に対して公開質問状を提出し、以下の回答をいただきました。
１．明らかな誤植については、修正の上掲載しています。　　　２．質問については各400字以内でお願いしました。到着順に上段より掲載しています。　　　３．社会民主党愛知県連合からは、残念ながら期限までに回答を頂くことはできませんでした。ご了承ください。
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